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明治期日本における神官と職の継承 
石井	 大輝（東北大学大学院・院生） 
 
はじめに 
	 本論文の目的は、明治期日本における神官に焦点をあて、その職の継承を
めぐる制度の変遷を明らかにすることである。 
	 身分制社会から近代社会への移行は、各人の人間形成のあり方に、史上最
大規模の構造転換をもたらした。なかでも、近代学校制度が発足、普及し、
学校での学習歴が職業選択と結びつくようになっていく過程は、現代におけ
る教育と職業の関わりを問う観点からも、実証的に明らかにする意義が認め
られ得るものである。 
	 一般に、僧侶や神官などの宗教者は、現在に至るまで、前近代的な要素を
色濃く残すものの代表格のように捉えられる傾向にある。しかしながら、彼
らとて上述の構造転換の影響を免れ得なかったのであり、また、前近代から
の連続性を意識せざるを得ない職業であればこそ、近代社会への移行に伴う
変化が鮮明に観察されると期待できる。 
	 近世期において、浄土真宗以外の各宗派の僧侶は妻帯を禁じられ、寺院の
住職を世襲によって継ぐことは公認されていなかった。一方、神社につとめ
る神主らは、世襲によって神主の職を継承し、それぞれ社家と呼ばれる一家
を形成していた。 
	 以上のような状況は、明治維新以降、新政府の政策によって、大きく変化
していく。まず、僧侶については、明治 5 年 4 月、「自今僧侶肉食妻帯蓄髪等
可為勝手事、但法用ノ外ハ人民一般ノ服ヲ着用不苦候事」とする太政官布告
が発せられた1。これは、内務省が後に、「右等ノ所業〔肉食妻帯等〕ヲ禁止
セシ国法ヲ廃セラレ候旨趣ニ止リ決シテ宗規ニ関係無之訳ニ候」と補足説明
しているように、あくまで国の法令上の禁制を解くものだった2。各宗派が独
                                                             
1 太政官布告第 133 号。以下、政府が発出した法令からの引用は、内閣官報局編『法
令全書』の各巻による。引用にあたり、字体を現行のものに改め、頁数は省略する。
なお、明治 5 年 1 月以前に出された「法令番号」を持たない法令については、参照
の便を図るため、『法令全書』の編纂にあたって付された通し番号を括弧内に算用数
字で付記しておく。 
2 明治 11 年 2 月 2 日、内務省番外達。括弧内は筆者による。 
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自に制定する宗法上では、引き続き肉食妻帯を禁止するものが多かったもの
の、徐々に僧侶の妻帯、そして世襲が一般化し、今日に至ったとされる3。 
	 他方、神主らについては、明治 4 年 5 月の布告により、「神社之儀ハ国家ノ
宗祀ニテ一人一家ノ私有ニスヘキニ非サル」ものとされ、「伊勢両宮世襲ノ神
官ヲ始メ天下大小ノ神官社家ニ至ル迄精撰補任」することが目指されるよう
になる4。これにより、近世期までの社家制度は否定され、神官の任命権は国
家によって掌握された。 
	 近代国家の直接の管理下に置かれたことによって、神官における職の継承
のあり方は、どのように変化していったのだろうか。全国の神社のうち、「府
県社以下」と一括して称される大多数の神社の神官任命権は、地方官が所管
するものとされた。それらの中小神社の神官については、近年、その世紀転
換期以降の動向に注目が集まっているが5、それ以前の時期に関しては、米地
實が関連する法令をまとめている程度である6。 
	 そこで、本論文では、世紀転換期までの府県社以下神官任用制度について、
政府が発出した法令の変遷に基づき、三つの時期に区分して、詳細に検討し
ていく。その際、宮城県公文書館が所蔵する社寺関連の史料を合わせ用いる
ことで、任用制度の運用実態にまで迫っていきたい。具体的には、宮城県庁
                                                             
3 森岡清美「僧侶妻帯と寺院の世襲」森岡編『近現代における「家」の変質と宗教』
新地書房、1986 年、69-111 頁。 
4 明治 4 年 5 月 14 日、太政官布告（234）。なお、先述の通り、「社家」とは一般に「世
襲の神職の家柄」を指すが、転じて、神主の呼称としても用いられた（小学館編『日
本国語大辞典	 第二版』第 6 巻、2001 年、1114 頁）。この布告では、後者の意味で使
われていると見て良い。 
	 また同日の太政官布告（235）により、神社の格式の高低を表す「社格」が設定され
た。これは、神祇官が管轄する「官社」と、地方官所管の「諸社」に大きく分けら
れ、前者にはさらに「官幣社」および「国幣社」、後者には「府社」、「県社」、「郷社」
の各区分が設けられた。のちに、「村社」が加わり（明治 4 年 7 月 4 日、太政官、321）
いずれの社格も与えられなかった神社は「無格社」と呼ばれるようになる。さらに、
社格の制定と合わせ、神社の「職員」として、神宮および官国幣社に「宮司」、「祢
宜」、「主典」、そして府県社以下には「祠官」および「祠掌」が置かれることが定め
られた。 
5 畔上直樹『「村の鎮守」と戦前日本――「国家神道」の地域社会史』有志舎、2009 年、
また、志賀桜子「二十世紀初頭における府県社以下神職（一）――任用をめぐる議
論と神社経営の実況から」『東京大学日本史学研究室紀要』第 14 号、2010 年、67-117
頁、同「同（二・完）」同第 15 号、2011 年、95-137 頁、など。 
6 米地實「府県社以下神職制度形成に関する法規」『日本女子大学紀要	 文学部』第 36
号、1986 年、77-97 頁。 
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と、神職団体宮城県支部の幹部とのやりとりを手がかりとする7。 
 
第１節 「氏子ノ帰依」をめぐって（明治 8 年～15 年） 
	 明治 8 年 5 月、地方官が府県社以下の神官を「精撰補任」する具体的な方
法として、以下のように規定された8。 
府県社以下祠官祠掌進退是迄成規無之候処自今氏子共帰依之者相撰氏子総代
並同区内ニテ重立候神官二名以上連署為願出候上猶人体可否篤ト取調進退可
申付此旨相達候事 
	 府県社以下の神官について、氏子らが候補者を選定し、「氏子総代」と、近
隣の他の神社につとめる現職の神官二名以上が「連署」して、府県庁に候補
者を推薦するよう求めている。これ以降、後述する数度の法改正を経ても、
「府県社以下の神官は氏子の推薦に基づいて任命する」という原則が維持さ
れていくことになる。現場の神官たちと直に接することが多い、神職団体地
方支部の幹部は、この原則をどのように捉えていたのだろうか。 
	 まず、明治 9 年 3 月に書かれた「神官黜陟ノ儀ニ付具状書」を詳しく見て
みたい9。これは、遠藤信道が、宮城県の「神道事務分局副長」として、宮城
                                                             
7 神職団体とは、神官らによって組織される同業者団体のことを指す。明治 8 年、大
教院の解散に伴い「神道事務局」が設立されて以降、単なる名称変更のみならず、
機能分化や階層化が進み、複雑に展開していく。また、中央の大教院に対して、地
方では概ね各府県に一つずつ中教院が置かれたように、神道事務局以降の各神職団
体も、それぞれの府県に「分局」や「支部」などを設けた。 
	 神職団体に注目した研究としては、福島幸宏「近代の神職と神職団体――京都府庁
文書による試論」京都府立総合資料館『資料館紀要』第 34 号、2006 年、43-71 頁が
挙げられる。 
8 明治 8 年 5 月 15 日、教部省第 18 号達。続けて、「但氏子無之向ハ其地人民ヨリ本文
同様之手続ヲ以可為願出事」とある。 
9 宮城県公文書館所蔵『社寺綴』明治 09-0042、（44）。以下、宮城県公文書館所蔵史料
から引用する際は、上記の要領で簿冊名および配架番号を注記する。簿冊名は、同
館ホームページ（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/koubun/）で公開されている、所蔵
史料目録における表記に従う。簿冊によっては、一事案ごとの先頭頁に、通し番号
が付されている場合がある。その場合に限り、当該事案に付された通し番号を括弧
内に示しておく。また、引用にあたっては、人名や、一部の固有名詞を除き、字体
を現行のものに改め、適宜句読点を施すことにする。 
	 なお、「黜陟」とは「功の有無によって官位をあげさげすること」（小学館編、前掲、
第 8 巻、1366 頁）をいうが、ここでは「進退」とほぼ同じ意味で用いられていると
考えて良い。 
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県庁に提出したものである。遠藤は平田派の国学者で、当時、宮城県内唯一
の国幣社である志和彦・鹽竈神社の宮司をつとめていた10。 
 
神官黜陟ノ儀ニ付具状書 
県郷村社神官撰挙ノ儀ハ、其氏子惣代及其区内重立タル神官二名連印ノ上差出
スヘキ旨、教部省御規則ニ候上ハ、氏子ノ帰依ニ任スル素ヨリ無論ニ候処、奈
何セン、其名公平ナリト雖モ其実ノ及ハサルヲ。僻土陋巷ノ人民、神官ノ何者
タルヲ知ラス、只ニ従前ノ修験行者ト同視シテ、動モスレハ旧情熟顔ノ徒ニノ
ミ心ヲ寄セ、其品行学術等ニハ点モ管セス、旧修験復飾或ハ旧神職等ノ者ヲ挙
テ、此ハ吾郷旧来ノ法印様ナリ、此ハ吾郷ノ神主様ナリト、其人ノ賢愚其学ノ
有無ヲ論セスシテ、直チニ撰挙ニ及ヒ尋テ拝命スル者モ亦鮮ナカラス。然リト
云トモ此弊風ヲ一洗セント欲スレハ、即チ教部省ノ御規則ニ戻リ、其御規則ヲ
ノミ遵守スルトキハ、駑貴麟卑ノ嘆ヲ呑テ弊習固疾ノ風ヲ洗浄スル能ハス。然
ルニ即今村吏ノ黜陟ニ於ル、御庁更ニ特撰ヲ以テシテ入札公撰ノ規則ニ関セサ
ルノ一挙ニ倣ヒ、神官黜陟モ亦、特撰ヲ以テ弊風ヲ一洗シ、益々其人ヲ得テ、
教法ノ実効ヲ奏セント欲ス。望ムラクハ前後ノ情実ヲ洞察アリテ、速カニ此挙
アランコトヲ。人品学術当否ノ如キハ、其施及ノ日ヲ待テ、復更ニ具状スヘシ。
目今ノ景況已ム能ハサルノ故ヲ以テ、如斯具申ニ及ヒ候也。 
	 	 	 	 	 神道事務分局副長 
明治九年三月五日	 	 	 大講義	 遠藤信道 
〔二行アキ〕 
宮城県権令宮城時亮殿 
 
	 遠藤によれば、氏子の推薦に基づいて神官を任命するという教部省の規則
は、地方の神社の実態にそぐわないものだった。地方の人民は、新時代の「神
官」がいかなるものであるか理解していない。そのため、「品行学術」の高低
に関わりなく、「旧修験復飾或ハ旧神職等ノ者」が推薦され、任命に至ってし
まうことが少なくない。教部省の布告を字義通りに運用すれば、これらの「弊
風」を「一洗」することはできない。そこで、氏子らによる「公撰」の結果
に関わらず、県庁の「特撰」により神官を任命してはどうか、というのが遠
藤の提案の骨子である。加えて、神官に求められる「人品学術」の基準につ
いては、後日改めて提案するとしている。 
	 遠藤は「村吏ノ黜陟」に関する県庁の規定に言及しているが、それがどの
ようなものだったのか、ここでは明らかにし得ない。いずれにせよ、「氏子ノ
帰依」に基づいて推薦された神官不適格者をいかにして排除するかというこ
                                                             
10 菊田定郷『仙臺人名大辞書』仙台郷土研究会内続「仙台人名辞書」刊行会、1981 年
（原著 1933 年）、147 頁。 
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とについて、遠藤は腐心していたのだった。 
	 この「具状書」に対し、県庁が何らかの反応を示した形跡は一切残されて
いない。遠藤は同年 10 月 9 日、神官不適格者の取り扱いについて、改めて県
庁へ「伺」を提出している11。 
（前略）県郷村社以下神社ノ祠官掌ハ、因ヨリ氏子ノ帰依無之候テハ不相成ハ
勿論ノ儀ニ候ヘトモ、中ニハ氏子ノ者トモ極テ不帰依ニハ候ヘトモ、権威ニ恕
レ免官ヲ具状スルコトヲ得サル者、或ハ神官ノ任ニ不堪、教導ニモ従事スルコ
ト能ハサル者ハ、速ニ免テ他ヲ警戒スヘキノ処、氏子ノ者共旧情ヲ以テ免官具
状スルコトヲ肯セサル者ハ、惣テ其情実本局ヨリ具状候トキハ、県庁ノ特権ヲ
以テ進退セラルゝハ至当ノ儀ト存候ヘトモ、猶念ノ為此段奉伺候也。 
	 氏子らが「不帰依」であったり、あるいは明らかに不適格であったりする
にもかかわらず、「権威」を恐れるなどの「旧情」によって、氏子らが当該神
官の「免官」を求めない場合、神道事務分局からの申し立てがあれば、県庁
が「特権」を発動してその不適格者を罷免できると考えてよいか、という問
い合わせである。これについて宮城県庁は、10 月 13 日付けで、教部大輔の
宍戸璣に対し、上記のような取り扱いが可能かどうか、「指揮」を求めて「上
申」している。教部省からは、11 月 7 日付けで以下の回答があった。 
書面之趣地方適度ニ随ヒ斟酌処分不苦候事 
但神社奉仕ト教導筋トハ自カラ区別有之事ニ付、専ラ神道事務局ノ申立ノミヲ
以進退難致ハ勿論ト可心得事 
	 基本的には県庁の裁量で判断してよいという内容である。ただし、神道事
務分局の申し立てのみによって判断してはならないとしている。その後、期
日は不明であるが、この教部省の指令に基づき、同様の内容が県庁から遠藤
へ伝達されたものとみてよい。 
	 一応は遠藤の期待通りの回答が得られたことになる。しかし、遠藤はなお
も納得せず、同年 12 月 1 日、教部省指令の但し書き部分の解釈をめぐり、再
び県庁へ伺いを立てている12。 
（前略）然ニ前伺ノ如ク氏子不帰依ノ者モ神官教導職ニ不堪者モ、神官ハ惣テ
氏子ノ具状連署ナキ者進退ナラサルニ於テハ、其弊狡知アル者将ニ謂ハン、氏
子ヲシテ信従セシムルトキハ県庁モ我官ヲ解能ハス、教院モ我職ヲ免スル能ハ
ント。（中略）然トキハ当管下ノ神社之ヨリ衰へ教法之ヨリ廃レントス。故ニ
如此者ハ其情実本局ヨリ具状シ、其時々進退アリテ、他ヲ警戒センコトヲ欲ス
                                                             
11 宮城県公文書館所蔵『社寺綴』明治 09-0043。 
12 同前。 
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ト云ヘトモ、専ラ本局ノ具状ノミヲ以テ進退スルコト不能ハ、其区内神官或ハ
区戸長連署具状ニ及候ハゝ、御所分可有之哉、此段奉伺候也。 
	 教部省指令の但し書きが意味するところは、神道事務分局以外の関係者に
よる「連署」の有無など、手続き上のことではなく、県庁が主体的に判断す
ることを求めたものと解するのが妥当だと思われる。しかし、当初から氏子
の「連署」を厄介視していた遠藤は、氏子の連署を必要とする原則の徹底を
命じるものとして、上記の但し書きを理解したのではないだろうか。そのう
えで、それが得られない場合、区戸長などの連署によって代替できるかどう
か、問い合わせたものとみられる。 
	 この伺いについて、宮城県は再度教部省の指示を求めることなく、「書面之
趣聞届候ヘ共、地方適度ニ随ヒ臨時ノ処分有之哉ト可心得事」と回答した。
聞き届けるとしながらも、遠藤の伺いに「其情実本局ヨリ具状シ、其時々進
退アリテ」とあるのを意識してか、あくまで県庁が「地方適度」に従って、
「臨時」に処分するということを強調している。県庁の判断理由を示した文
書には、「神道事務局ノ得テ関スベキ所ニ非スト雖モ、教部省指令之趣モ有之
候」と記されている13。神道事務分局は、管内の神官撰挙状をとりまとめて
県庁に提出していたが、法令上、県庁による神官の任免に介入する権限を一
切持っていなかった。遠藤からの執拗な問い合わせに対し、県庁の担当者は
不快感を抱いていたようにさえ見受けられる。 
	 以上の内容から、宮城県における県社以下神官の人選について、県庁と神
道事務分局との間には、かなり大きな認識の違いがあったことが読みとれる。
前者は、行政事務の一環として、法令に基づき神官の任免をおこなおうとし
た。一方、神社の振興、また「教法」の拡張を目指す後者は、県庁の超法規
的な介入によって、神官不適格者が排除されるのを期待していた。総じて、
草創期の宮城県庁は、県社以下神官の任免に関して、神道事務分局に主導権
を渡さず、主体的な神社行政を確立することに意を用いていたといえる。 
 
                                                             
13 一般に、この時期の各府県庁においては、各種の伺いに対し、「指令」という形式で
回答がおこなわれていた。その際、各部門の担当者が「指令案」を作成し、上長の
決裁を経て、最終的に各府県の指令として発出されていたものと思われる。ここで
は、その指令案のなかの一節を引用している。なお、本稿では、明治期の宮城県庁
における行政文書の取り扱いについて、久原甫「明治期の府県庁教育行政史料――
宮城県学事文書を中心とする考察」『国立教育研究所紀要』第 64 集、1969 年を適宜
参照している。 
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第２節「神官試験」の導入（明治 15 年～25 年） 
	 神官不適格者を取り除くことに傾けられた遠藤の熱意は、明治 9 年の「神
官黜陟ノ儀ニ付具状書」に見られるように、神官の「品行学術」の向上を図
ろうという意欲と、表裏一体をなすものだった。 
	 遠藤は明治 11 年 12 月 24 日、「神道事務分局長	 権少教正」の肩書きで、
三款からなる規約のようなものを宮城県庁へ届け出ている14。遠藤によれば、
これは県内の神官らによる「議決」を経て制定されたものだという。先述の
通り、明治 8 年に設立された神道事務局は、東京に本局、その他の各府県に
分局を持つものであり、本局と分局との間、そして分局同士の間で、何らか
の意見交換や情報の共有がおこなわれていたとしてもおかしくはない。その
ため、以下に掲げる規約が宮城県独自のものだと断定することはできないが、
遠藤の「具状書」で用いられていた言い回しが散見されることは指摘してお
いてよいだろう。 
教導職試補薦挙法ノ事 
附祠官掌撰挙ノ事 
	 第一款 
教導職ハ上神皇ノ道ヲ奉体シ下人民ヲ教誘スル者ナレハ、学術品行凡テ衆ノ標
準模範トナラサル可ラス。然ルニ方今教導職ヲ撰挙スルヤ其法ナキニ非レトモ、
名アリテ実ナク往々凡庸ノ人ヲ薦挙スルノ弊ヲ免レス。故ニ向後教導職試補ヲ
薦挙スル必ス左ノ課目ニ通セサルモノハ、分支局ニ入学セシメ熟達ノ日ヲ俟テ
撰挙スヘシ。 
	 第二款課目 
	 第一	 品行 
方正篤実ニシテ衆和ヲ獲、曽テ法律ニ罹リシ等破廉恥ノ所業ナキモノ 
	 第二	 学術 
神教要旨	 三条演義	 神典採要 
	 右通釈スルヲ得ルモノ 
古事記	 日本書紀	 国史略	 続国史略	 祝詞文例 
	 右可ナリノ文義ヲ解スルモノ 
祝詞 
	 右可ナリノ作述スルコトヲ得ルモノ 
説教 
	 右可ナリノ講説スルヲ得ルモノ 
以上各支局長副ニ於テ試験シタル甲乙表薦挙状ニ添テ差出スヘシ 
	 但特別ノ見込アルモノハ此限ニアラス 
	 第三款 
                                                             
14 宮城県公文書館所蔵『社寺願伺綴，明治 11～12 年』明治 12-0004。 
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神官ハ教導職ヲ兼務スヘキ者ナレハ、各社氏子ニ於テ祠官掌ヲ撰挙シ連署ヲ乞
フトキハ、氏子惣代立合ノ上、各支局ニ於テ及第セシモノニ限リ連署スヘシ。
若落第セハ、其事由ヲ本人並氏子ニ説諭シテ、勉強就ルノ日ヲ俟テ重テ撰挙セ
シム可シ。 
	 神官候補者の「品行」や「学術」に関して、政府の法令で明確な基準が示
されていない以上、その内容にまで踏み込んで審査することを県庁に求める
のは、ほとんど不可能だった。 
	 ところで、教導職としての各神官の進退、すなわち、新任の神官の教導職
就任や、既に教導職を兼務している神官の「進級」などについても、「撰挙」
という形式で申請するものとされていた15。教導職の任用制度について、こ
こで詳しく論じることはできないが、神官は全員が教導職を兼務すると定め
られていたことから16、遠藤がいうように、その「撰挙」手続きは有名無実
化していたものとみられる。制度上、「凡庸ノ人」であっても、「氏子ノ帰依」
さえ集められれば、神官として任命されることが可能であり、そしてまた、
ほぼ自動的に教導職の肩書きが与えられる状況にあった。 
	 しかるに、明治 9 年以降、神官教導職の「撰挙状」には、各府県の神道事
務分局長が「推挙人」として名を連ねることになっていた17。遠藤が宮城県
神道事務分局の副長から局長へ昇進した時期は定かでないが、局長への就任
によって、遠藤は「推挙人」の地位を得た。上掲の規約は、遠藤がその地位
を利用して、教導職の推薦手続きに一定の制限をかけようとしたものだと捉
えることができるだろう。 
	 しかしながら、遠藤の本当の目的は、むしろ神官それ自体の「撰挙」手続
きに介入することにあった。「第三款」では、各郡に置かれた神道事務分局の
支局において、「氏子惣代」立ち合いのもと神官候補者の試験をおこない、合
格した場合に限り、「氏子惣代」が撰挙状に「連署」すると定められている。
氏子による「連署」こそ、かねてから遠藤の悩みの種となっていたものだっ
た。規約の表題に「教導職試補薦挙法ノ事	 附祠官掌撰挙ノ事」とあるが、
後者に「法」の字を付さなかったのは、県庁の職権を干犯しないぎりぎりの
線を狙ったことによるのかもしれない。神官候補者が試験に「落第」した場
合の取り扱いについても、当日中の「連署」を思いとどまらせるよう「説諭」
                                                             
15 明治 5 年 8 月 20 日、教部省第 13 号。なお、この法令の本文および別紙書式では、
「撰挙」の他に、「薦挙」、「選挙」という表記が区別されずに用いられている。 
16 明治 5 年 8 月 8 日、太政官第 220 号布告。 
17 明治 9 年 6 月 24 日、教部省達書乙第 9 号達。 
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するとされており、強い表現を避けていることがうかがわれる。 
	 「学術」試験の合否基準については、概ね「可ナリノ」能力を有すること
が期待されている。これは、遠藤の理想の神官像が表出されたものとみて良
いだろう。 
	 なお、現在までのところ、上掲の規約に基づいて実際に試験がおこなわれ
たという確かな証拠は得られていない。ここでは、この規約の実効性は問わ
ず、明治 11 年の時点で既に、神官に対して「試験」を課すという構想が、遠
藤によって示されていたことに注目しておきたい。 
	 さて、明治 15 年 8 月、内務省乙第四十六号達により、府県社以下神官の任
用制度は、大きく改められることになる18。 
今般皇典講究所設置ニ付府県社以下神官撰挙ノ節該所ノ卒業証書無之者ハ皇
典講究本分所ノ試験ヲ受サセ試験済ノ証書ヲ相渡候筈ニ付今後撰挙出願ノ向
ハ該所卒業証書写若クハ試験済ノ証書ヲ副ヘ願出候者ニ限リ認可ヲ与ヘ候儀
ト可心得此旨相達候事 
	 この内務省達によって、府県社以下神官の撰挙状には、「皇典講究所」の卒
業証書か、「試験済ノ証書」を添付することが必須とされた。新任者だけでは
なく、現職の神官についても、「神官試験」の受験によって資格を得ることが
求められた19。 
	 皇典講究所とは、神道事務局に代わって設けられた神職団体であり、神道
事務局と同じく、東京に本所、そして全国に分所が置かれた。卒業証書とあ
るように、皇典講究所は、「神官養成機関」としての機能をあわせ持っていた。 
	 養成課程ではなく、試験によって神官の資格を得るには、神官試験に合格
する必要があった20。神官試験は、本所でおこなわれる「本試験」と、分所
でおこなわれる「仮試験」の二種類に分かれている。本試験の合格者には「学
証」、仮試験の合格者には「仮学証」がそれぞれ与えられた。 
	 このうち、府県社以下神官の大多数に関わるのは、各府県の皇典講究分所
でおこなわれた仮試験である。仮試験は三つの等級に分かれ、それに応じて
仮学証にも「一等」から「三等」までの三種類があった。 
                                                             
18 明治 15 年 8 月 30 日、内務省乙第四十六号達。 
19 当初、期限は示されていなかったが、翌明治 16 年 6 月 12 日の内務省番外達によっ
て、明治 17 年 12 月までに試験を受けることとされた。 
20 以下、神官試験については、河合繁樹、押木耿介編『宮城県神社庁誌』宮城県神社
庁、1960 年、117-120 頁に掲載されている「神官試験規則（明治十五年十月十九日）」、
および「仮試験条例」の内容に基づいている。 
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	 仮試験の試験科目には、「古事記上巻」の「講義」、「祝詞」の「作文」、「延
喜式祝詞」の「講義」、そして「祭典式」の「所作」の四科目があった。すべ
ての科目の試験を受け、合格したものには、「一等仮学証」が授与され、府県
社の祠官となる資格が認められる。「祝詞」以降の三科目受験者は「二等」で
郷社の祠官、後半の二科目受験者は「三等」として、祠掌の資格が与えられ
た。 
	 各試験科目の具体的内容としては、皇典講究所が定めた「仮試験条例」の
「第二条」において、「古事記・延喜式祝詞ノ問題ハ古訓古事記・祝詞式正訓
ヲ以テ各凡一枚ヅツヲ講義セシメ、作文ノ問題ハ臨時祭ニ用フベキ祝詞ノ文
題ヲ設ケ、二時間内ニ作文セシメ、祭典式ノ問題ハ普通祭式ノ所作ヲ検査員
ノ質問ニヨリテ或ハ之ニ答弁セシメ、或ハ之ヲ実践履行セシム」と説明され
ている。 
	 明治 11 年に遠藤が定めた「教導職試補薦挙法」の「課目」と、これら仮試
験の試験科目を比べてみると、前者にあった「説教」が後者にはなく、後者
には「説教」の代わりに「祭典式」が設けられていることが分かる。「祭典式」
は、「延喜式祝詞」とならび、仮試験の全等級に課されており、重要な位置を
占めていた。 
	 両者の比較によって浮かびあがる、「説教」から「祭典」への変化の背景に
は、政府による宗教政策の大きな方針変更があった。 
	 神官試験の導入に先立ち、明治 15 年 1 月、神官の教導職兼任が解除され、
同時に、葬儀への関与も禁止された21。これは一般に、「祭祀と宗教の分離22」
を意味するものと解されている。神道がもつ宗教的「内実」を否定し、神道
を祭典の「形式」に限定することで、「祭政一致」と「政教分離」の両立を目
指したものであるといえる。同様に、神官にはこれ以後、民衆に教えを説く
「宗教者」ではなく、「儀礼執行者23」としての役割を果たすことが求められ
るようになっていった。府県社以下の神官については、当面の間、引き続き
教導職を兼務することが認められたものの、これは神道式の葬儀に対応する
必要から生じた経過措置だった24。 
	 以上の経緯を踏まえたうえで、明治 15 年 10 月 20 日、宮城県皇典講究分所
における神官試験の取り扱いについて、遠藤が宮城県庁へ提出した「伺書」
                                                             
21 明治 15 年 1 月 23 日、太政官達。 
22 村上重良『国家神道』岩波新書、1970 年、117 頁。 
23 同前、118 頁。 
24 同前。 
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を取りあげる25。神官の任用に際し、試験を導入すること自体は、まさに遠
藤が望むところだったはずだ。しかし、それは神官の社会的位置付けの変更
を伴っていたのであり、何のために神官の資質向上を目指すのかという、目
的そのものを掘り崩してしまう危険性と隣り合わせだった。まず、遠藤の「伺
書」の前半部分を見てみよう。 
神官試検之義ニ付伺書 
内務省丁第四十六号達有之ニ付テハ、自今府県社以下神官被撰者ハ、無論皇典
講究分所ニ於テ之ヲ試検シ学証可相渡義ニ候ヘトモ、現在神官タルモノ一般試
検シ仮学証ヲ授与スヘキノ処、当管内神社ハ三四社ヲ除ノ外社入モ無之、微々
タル郷村社ノ祠官掌ニ至テハ、元来学術ナク只氏子ノ信依ヲ以テ撰挙候事多分
ニ有、之規則之通試検致候ハゝ、十ニ八九落第候ハ必然ニ之有候。然ニ神官ハ
神人之代理トナルヘキ者ナレハ、成タケ品行正ク学術アル者ヲ撰択スヘキ義ニ
ハ候ヘトモ、社入モ給料モナキ神社ニハ如何ニ希望候トモ、適任ノ者難得ハ当
然之勢ニ有之（以下略）。 
	 管内の現職の神官には、「学術」の高低によらず、「氏子ノ信依」のみをも
って神官に撰挙されたものが多い。そのため、規則通りに先述の「仮試験」
を実施すれば、十中八九は「落第」するだろう。そもそも、給料もない中小
神社の神官に適任者をあてるのは、極めて困難である。遠藤はさらに、「伺書」
の後半部分で、現在の神官に求められているのは、「氏子信者ノ帰依有之、一
社ノ掃除行届、神殿頽破ナカラシムル」ことだという。そうであるならば、
試験結果に下駄を履かせて「仮学証」を与えても、さして実害はないだろう。
しかしながら、「中ニハ一丁字ヲ不知者」もいて、そのような神官も合格させ
てしまっては、「切角ノ試験モ無効」になってしまう。そこで、現職の神官に
限り、試験に落第した場合でも、当分の間、「祠官掌心得」として奉仕させる
ことにしたい。 
	 以上の悲痛な申し立てに加えて遠藤は、「別紙」として、6 ヶ条からなる要
求を県庁へ突き付けている。 
	 第一条 
県社以下現在神官ノ試検ハ、向三ヶ月間勤学猶予ヲ与ヘ、明治十六年二月一日
ヨリ施行シ及第ノ者学証相渡候様致度事 
	 第二条 
試検及第スルモノハ、其侭祠官掌タルヲ得ルハ無論ニ候ヘトモ、其落第スル者
ハ、当分祠官掌心得トシテ其社ニ奉仕セシメ、猶三ヶ月間猶予シ再度之ヲ試検
シ、仮学証ヲ与ヘ候様致度事 
                                                             
25 宮城県公文書館所蔵『社寺雑件，明治 14～15 年』明治 15-0014。 
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	 第三条 
凡テ試検ノ節ハ社寺係一名臨席有之度事 
	 第四条 
内務省丁第四十六号達有之ニ付テハ、現在祠官掌タル者モ一般試検シ学証ヲ授
与スヘキ旨、皇典講究所ヨリ申越候間、来十六年一月廿日限リ、祠官掌タルモ
ノ同所ヘ試検申出ヘキ方、神官ヘ御達有之度事 
	 第五条 
自今祠官掌志願ノ者ハ、左ノ書式ニヨリ、試検申出候様致度事 
〔書式雛形略〕 
	 第六条 
試場ニハ、氏子総代及親類ノ外、安ニ臨席ヲ許スマシキ事 
	 これらのうち、とりわけ第三条と第四条では、県庁官員の試験立ち合いや
県令の発布を求めており、大胆さが際立っている。内務省の法令を後ろ盾に
して、いまや遠藤は、県庁へ堂々と申し入れをすることができるようになっ
たのである。遠藤の要求に対し、県庁はもう、「得テ関スベキ所ニ非ス」など
と苦言を呈しはしない。同年 11 月 13 日付けの県庁の指令は「書面伺之趣聞
置候事」。遠藤の要求通り、県令が起草されており、ほぼ満額回答といって良
いものだった。 
	 遠藤の「伺書」は、筆致の悲痛さと同時に、要求の大胆さが読み取れるも
のだった。両者はそれぞれ、遠藤の「失望」と「開き直り」に起因していた
のではないだろうか。明治初年の神道国教化政策、そして神仏合同布教を経
て、とうとう神道を宗教として「布教」することそれ自体を断念せざるを得
なくなった。一方で、神社が国家的な「祭祀」を執りおこなう場として位置
付けられていることに変わりはなかった。それどころか、宗教的側面が否定
されたことで、国家との結びつきをより一層強固にしていくことが期待でき
る状況にあった。遠藤は、政府による方針変更を受け入れ、神官を儀礼執行
者として捉えなおし、その育成や地位向上につとめる道を選んだのだった。 
	 宮城県公文書館所蔵の「教導職名簿」によれば、明治 15 年末時点で、少な
くとも 148 名の神官が宮城県内の県社以下神社につとめていた26。明治 16 年
9 月 29 日の『奥羽日々新聞』の記事には、宮城県皇典講究分所において、同
年 9 月 27 日までの間に 50 名の神官が試験を受験し、二等仮学証を得たもの
が 2 名、残りは全員三等仮学証を与えられ、この他にも多数の出願者がいる
                                                             
26 宮城県公文書館所蔵『神社明細帳』明治 17-0016。「教導職名簿」については、拙稿
「明治期宮城県における教導職」『教育思想』第 45 号、2018 年、119-134 頁を参照。 
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と報じられていることが知られている27。この記事を信用して良ければ、同
年 2 月の試験開始から約 8 か月間で、県社以下神官のおよそ 3 分の 1 が試験
を済ませたことになる。 
	 神官試験の導入から 10 年目にあたる明治 25 年、宮城県庁は、県内の県社
以下神官全員について、神官試験の受験による資格取得状況を調査してい
る 28。その結果、全 286 名のうち、全く資格を得ていないものは、たった 1
名だけだった。この 10 年の間に、宮城県においては、その内実はどうあれ、
形式上、試験に合格したものが神官をつとめるという制度が、隅々にまでい
きわたっていたのである。 
 
第３節「世襲」の解禁（明治 25 年～） 
	 明治 25 年、上述の通り、県庁が「神官資格調査」を実施したのは、この年、
府県社以下神官の任用制度に再び大きな変更が加えられたからだった。同年
3 月 17 日の内務省訓令第 5 号により、府県社以下神官について、それぞれ下
記のいずれかに該当するものは、神官試験の受験が免除されることになっ
た 29。 
祠官 
一維新前五代以上其神社へ奉仕セシ者及ヒ其子孫 
一明治十五年八月以前ヨリ奉職勤続ノ者 
	 	 但現職祠掌ヨリ祠官ニ撰挙スルハ此限ニアラス 
一有位者又ハ判任官以上満二年奉職セシ者 
一該神社所在ノ府県ニ於テ壱ヵ年直接国税拾円以上ヲ納ムル者 
祠掌 
一維新前五代以上其神社へ奉仕セシ者及ヒ其子孫 
一明治十五年八月以前ヨリ奉職勤続ノ者 
一該神社所在ノ町村長三年以上奉職セシ者 
	 祠官と祠掌の両者とも、「世襲」の解禁を意味する要件が筆頭に掲げられて
いる。この要件は、単に「其神社へ奉仕セシ者」としたことによって、かつ
ての修験者やその子孫にも、無試験で神官になる道を開くものだった。そし
て、「明治十五年八月以前」とは、いうまでもなく、神官試験の導入以前のこ
とを指す。これら二つの要件によって、明治初年以来、「旧修験」や「旧神職」
と、新時代の「神官」との間に立てられようとしていた区別は、事実上、無
                                                             
27 河合他編、前掲書、120 頁における紹介を参照した。 
28 宮城県公文書館所蔵『社寺－神職』明治 25-0002。 
29 『官報』第 2611 号、明治 25 年 3 月 17 日。 
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効化されてしまったといえる。さらに、官職や町村長の経験者、一定額以上
の納税者もまた、神社祭祀に関する知識や経験の有無にかかわらず、神官と
なることができるようになった。 
	 これらの試験免除規定の創設は、明治 15 年に神官の社会的位置付けが変更
されたことによってもたらされた、当然の帰結だったのではないだろうか30。
神官の役割が「儀礼執行者」に限定された時点で、神官に試験を課すことの
必然性は、半減していた。円滑に儀礼を執行するためには、試験によって担
保される能力よりもむしろ、地域住民との関係性などの方が重要だろう。遠
藤の「伺書」に述べられていたように、日常的には神社の清掃や維持管理を
主たる業務としていたのだとすれば、なおさらである。 
	 さて、その後、明治 27 年 2 月 27 日、以下の 9 条からなる勅令第 22 号が発
布された31。 
第一条	 府県社及郷社ニ左ノ神職ヲ置ク 
	 社司	 一人 
	 社掌	 若干人 
	 社掌ノ員数ハ社司及氏子（氏子ナキトキハ信徒）総代之ヲ議定シ北海道庁長
官府県知事ノ認可ヲ受ク可シ 
第二条	 村社以下神社ニ左ノ神職ヲ置ク 
	 社掌	 若干人 
	 社掌ノ員数ハ氏子（氏子ナキトキハ信徒）総代之ヲ議定シ北海道庁長官府県
知事ノ認可ヲ受ク可シ 
第三条	 社司ハ社掌ヲ指揮シテ神明ニ奉仕シ祭祀ヲ掌リ庶務ヲ管理ス 
第四条	 府社県社郷社ノ社掌ハ社司ノ命ヲ承ケテ神明ニ奉仕シ祭祀及庶務ニ
従事ス 
第五条	 村社以下神社ノ社掌ハ神明ニ奉仕シ祭祀ヲ掌リ庶務ヲ管理ス 
第六条	 北海道庁長官府県知事ハ氏子（氏子ナキトキハ信徒）総代ヲシテ社司
及社掌ノ候補者ヲ推薦セシメ其ノ中ヨリ之ヲ補ス 
第七条	 社司及社掌ハ判任官ノ待遇トスル 
第八条	 社司社掌ノ服務懲戒ニ関スル規則ハ内務大臣之ヲ定ム 
	 附則 
第九条	 本令施行ノ際祠官タル者ハ社司ニ祠掌タル者ハ社掌ニ補セラレタル
モノト看做ス 
	 これにより、明治初年以来、「神官」と呼ばれてきたものが、以後、「神職」
                                                             
30 もっとも、明治 25 年に上掲の内務省訓令が出されたことの意義については、内務省
内での検討過程など、制定にいたる経緯を明らかにしたうえで、改めて慎重に評価
する必要がある。 
31 明治 27 年 2 月 27 日、勅令第 22 号。 
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と呼称されることになった32。合わせて、「祠官」は「社司」、「祠掌」は「社
掌」とそれぞれ改められた。さらに、府県社以下神官を「判任官ノ待遇」、す
なわち「待遇官吏」として位置付けるとしている33。 
	 ここでは、「宮城県神職取締所」と内務省社寺局、そして宮城県庁の三者間
で交わされたやりとりを見ることで、この勅令が現場の神官たちにどのよう
な影響を与えたのか、明らかにしておきたい34。なお、正確な時期は不明で
あるが、明治 15 年から 27 年の間に、各府県において、概ね皇典講究分所と
併設する形で「神官取締所」、あるいは「神職取締所」が置かれた。取締所は、
神道事務分局と同様、管内の神官の撰挙状を集め、一括して県庁へ提出する
役割を果たしていた。 
	 勅令の発布からおよそ 5 か月経った明治 27 年 7 月 30 日、宮城県神職取締
所副長の後藤文哉は、同所の「所長代理」として、内務省社寺局長に宛て、
一通の信書を差し出した。時候の挨拶のあとで、後藤は、「本年勅令第二十二
号第六条ノ一項ニ係ル諸規則未ダ御発布無之ニ付、当地方ノ如キハ県庁ノ命
トシテ、神職新補及兼補共、一切任用指止メ被置候」と書いている35。宮城
                                                             
32 官国幣社の神官については、明治 20 年 3 月 17 日、閣令第 4 号により、職名が「神
職」と改められた（『官報』第 1112 号、明治 20 年 3 月 18 日）。明治 27 年以降、「神
官」という職名は、法令上、伊勢神宮の神官に限定して用いられることになる。本
稿では、検討の対象とする時期全体を通じて、一般名詞として「神官」という呼称
を使用している。 
33 ここでいう「待遇」とは、「給料」のことではなく、形式上、「官吏」に準じるもの
として扱われることを指す。府県社以下の神官にとって、待遇官吏とされたことは
どのような意味を持ったのか、あるいは持たなかったのか、ここでは明らかにする
ことができない。なお、官国幣社の神官についても、法令上の職名が「神職」に変
更された時点で、「宮司」は「奏任ノ待遇」、祢宜および主典は「判任ノ待遇」を受
けることとされた（前掲注 32 を参照）。 
	 石井滋によれば、戦前期における「待遇官吏」制度とは、「行政機関の現場を主に担
った特定の職への優遇措置であった」という（石井滋『非官吏制度の研究――戦前
期日本における雇員・傭人・待遇官吏・嘱託制度の成立と変遷』ブイツーソリュー
ション、2016 年、53 頁）。その形成過程については、「教員」の処遇をめぐる議論か
ら発生し、後に「巡査」やその他の職業が対象とされていったとしている（同前）。 
34 宮城県公文書館所蔵『社寺－国幣社・神社・寺院・教会付講社・社寺総代人・神職	
明治 27～28 年』明治 28-0001、（55）。 
35 ここで、後藤が「兼補」といっているのは、ある神社の神官が、別の神社の神官を
兼任する際の手続きのことである。兼任手続きに関する規定について、本稿では明
らかにできないが、基本的には新任の場合に準じ、各種の書類が作成されていたも
のと思われる。 
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県においては、勅令の発布を受け、内務省が新しい任用規則を定めるまで、
神官の任用手続きを凍結していたことが分かる。 
	 後藤は続けて、「郡村ニ有リテハ夫々習慣等」、すなわち慣例となっている
神事などがあるという。神事の実施には神官が必要だが、撰挙手続きの最中
に、勅令の発布による手続き凍結にあってしまった事例もあり、取締所には
各地から多数の問い合わせが来ている。「其中ニハ実際今后此侭等閑ニ附シ去
ラハ、神社維持上ニモ不少ル不利益ヲ来タスヤノ向モ往々相見得候ニ付、県
庁ニ対シテモ数回申立テ置候得共、今以テ何等ノ御沙汰無之、（中略）清韓事
件多事ナル今日ニ於テ、些々タル事柄ニ付、御繁雑ヲ醸スハ実ニ好マシカラ
サル次第ニ候得共、（中略）何分ノ御詮議相成度草々頓首」と手紙は結ばれて
いる。この件について、後藤が宮城県庁に申し立てをした記録は残されてい
ない。県庁は、近いうちに内務省による新たな規則の制定があると見込んで、
対応を留保していたのかもしれない。 
	 後藤による陳情を受け、内務省社寺局長は、8 月 6 日付けで宮城県知事に
書簡を送っている。神官の任用手続きを凍結するという、宮城県庁の対応に
ついて、「固ヨリ当然ノ儀」と評したうえで、「若シ向後、御施政上緊急新補
ヲ要スル件有之候ハゝ、本省ヘ伺出之上、処置相成可然」だとしている。こ
の書簡には、後藤の陳情内容の写しが添付されていた。 
	 これらのことを踏まえて、9 月 8 日、宮城県庁は、「県社以下神職任命之件
ニ付伺」を内務大臣に宛て発送している。「祭事施行等差支之趣ヲ以テ神職撰
挙願出ルモノ」について、止むを得ない事情があると認められる場合に限り、
「廿五年三月御省訓令第五号ノ各項ニ該当スル者」、もしくは神官試験合格に
よる有資格者を「二人以上」推薦させ、適任者を任補しても良いか、という
内容の伺いである。 
	 神官候補者を「二人以上」推薦させるとなっているのは、先に掲げた勅令
の「第六条」に、「社司及社掌ノ候補者ヲ推薦セシメ其ノ中ヨリ之ヲ補ス」と
あるのを宮城県庁が解釈した結果だと思われる。 
	 内務省からは、9 月 14 日付けで回答があり、ほぼそのままの形で 9 月 22
日、「宮城県訓令第三十号」として、以下の通り発布された。 
本年勅令第二十二号第六条社司社掌候補者ノ資格及推薦ニ関スル手続ハ、当分
ノ内従前ノ例規ニ拠リ二名以上ノ候補者ヲ推薦セシムヘシ 
	 宮城県神職取締所副長の後藤は、内務省社寺局長へ直談判することで、宮
城県庁による神官任用手続きの再開にこぎつけた。しかし、後藤にとって誤
算だったのは、「二名以上」の候補者を推薦しなければならなくなってしまっ
たことである。後藤は同年 12 月 8 日、宮城県庁へ以下の内容からなる「伺書」
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を提出している36。 
御県訓令第三十号社司社掌推薦手続ニ、二名以上ノ候補者ヲ推薦セシムヘキ御
達相成候処、右ハ勅令二十二号御布令ノ結果トシテ不得止儀ニ候得共、各郡村
ノ如キ皇学不振ノ地方ニ有リテハ、其候補者タルベキ人物ニ乏シキハ〔中略〕
不得止次第ニ有之、相当ノ候補者アリ、氏子ノ之ニ帰依シ推薦ヲ企ルニ当リ、
之ニ併フヘキ候補者ナク、適々納税額ニ拠リ資格ヲ有スルモノ、及有位ノ為等
ニ其資格ヲ有スル人ヲ以テ候補者タラントシ乞フモ、不肯ノ場合有ルニ於テハ、
〔中略〕社司社掌ヲ推薦スルヲ不得〔中略〕向モ間々有之由ヲ以テ、質問照会
往々有之候条、事実取調ノ上〔中略〕不得止モノニ限リ、候補者一名ニテモ御
採用相成間敷哉、此段相伺候也。 
	 明治 27 年の時点でも、宮城県内の神社では、依然として人手不足の状況が
続いていた。神官候補者を「二名以上」推薦させて、各候補を比較吟味のう
え、より優れた候補者を任用するというのは、地方の中小神社の実態にそぐ
わない非現実的な規定だったといえる。しかし、後藤の伺いに対する県庁の
回答はすげなく、「二名以上推薦スヘキ義ニ有之候」というものだった。 
	 以上のやりとりから、明治 27 年の勅令第 22 号は、府県社以下神官にとっ
て、呼称が「神官」から「神職」へ変更されたことや、「待遇官吏」として位
置付けられたことよりも、推薦される際、「二名以上」の候補者が必要となっ
たという点で、重要な意味を持つものだったということが分かる。 
	 翌明治 28 年 8 月 7 日、前年の勅令を踏まえ、内務省令第 10 号として、「府
社県社以下神社神職登用規則」が制定された37。 
府社県社以下神社神職登用規則 
	 第一章	 社司及社掌ノ資格 
第一条	 社司社掌試験ニ及第シタル者ニアラサレハ社司社掌ニ補スルコトヲ
得ス 
第二条	 左項ノ一ニ当ル者ニシテ直接国税年額二円以上ヲ納ムル者ハ試験ヲ
経スシテ社司ニ補スルコトヲ得 
	 一明治元年以前ニ於テ五代以上引続キ其神社ニ奉祀シタル者ノ子孫 
	 二神宮皇学館本科及専科ヲ卒業シタル者 
	 三皇典講究所八等以上ノ学階証書ヲ有スル者 
	 四満二年以上判任待遇以上ノ職ニ在リタル者 
第四条	 官国幣社神職及神職タリシ者ハ試験ヲ経スシテ社司社掌ニ補スルコ
トヲ得 
	 第二章	 社司及社掌候補者ノ推薦 
                                                             
36 宮城県公文書館所蔵、前掲、（57）。 
37 『官報』第 3632 号、明治 28 年 8 月 7 日。 
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第五条	 神社ニ神職ノ欠員アルトキハ北海道庁長官府県知事ハ十五日以内ニ
氏子（氏子ナキトキハ信徒）総代ニ候補者ノ推薦ヲ命スヘシ 
第六条	 第五条ノ場合ニ於テ氏子（氏子ナキトキハ信徒）総代ハ命令ヲ受ケタ
ル日ヨリ一箇月以内ニ其候補者ノ履歴書及資格証明書ヲ具シ北海道庁長官府
県知事ニ推薦スヘシ 
第七条	 社司及社掌候補者ノ候補者ハ欠員ノ二倍トス 
第八条	 氏子（氏子ナキトキハ信徒）総代ニ於テ候補者ヲ推薦シタルトキハ北
海道庁長官府県知事ハ其履歴及資格ヲ調査シ学識徳行其人ニ適スルモノヲ選
択シテ其職ニ補スヘシ 
第九条	 第八条ノ場合ニ於テ候補者其任ニ適セスト認ムルトキハ北海道庁長
官府県知事ハ更ニ第五条ノ規定ニ依リ氏子（氏子ナキトキハ信徒）総代候補者
ノ推薦ヲ命スヘシ 
	 第三章	 附則 
第十条	 此規則ハ明治二十八年九月一日ヨリ施行ス 
第十一条	 此規則施行前ヨリ在職ノ者ハ引続キ其職ニ在ルコトヲ得 
第十二条	 明治二十五年三月十七日当省訓令第五号其他此規則ニ抵触スル命
令ハ総テ此規則施行ノ日ヨリ廃止ス 
	 神官試験の免除要件について、一定額以上の納税者であることを前提条件
とした点、また、候補者数を「欠員ノ二倍」と明記したことなどが、明治 25
年の内務省訓令との主な相違点である。総じてそれほど大きな変更はなく、
宮城県に関する限り、この新たな規則が物議を醸した形跡は見られない。 
 
おわりに 
	 ここまで、本論文では、府県社以下神官の任用制度について、政府が発出
する法令と、宮城県における運用実態の変遷を概観してきた。 
	 明治 8 年から一貫して、「府県社以下の神官は氏子の推薦に基づいて任命す
る」という原則がとられ続けた。明治 15 年には「神官試験」が導入されたが、
明治 25 年以降、試験の免除に関する規定が設けられ、事実上、世襲によって
神官となることができるようになった。 
	 制度の運用実態に目を向けると、まず、明治 9 年頃から、「氏子の推薦」だ
けを基準とすれば、神官不適格者を排除できず、また、神官の品行や学識の
向上を図れないことが問題とされた。この点について、「祭政一致」の国家体
制が樹立されることを夢見ていた遠藤信道のような神官たちと、近代的な行
政機構の確立を目指す府県庁の行政官との間には、大きな認識の違いがあっ
た。前者は神社の振興と同時に、宗教としての神道の布教を目指していたが、
後者は、神社を法令に基づく行政事務の対象と捉えていた。神官の人選に関
し、遠藤が宮城県庁による超法規的措置を望む一方、県庁は、法令に則って
事務を処理することにこだわっていた。 
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	 明治 15 年の「神官試験」導入は、神官の資質向上を目指していた遠藤自身、
数年前から構想していたことだった。しかし、それは神官を「宗教者」では
なく「儀礼執行者」として位置付け直す、政府の方針変更と表裏一体をなす
ものであり、神官に試験を課す目的それ自体が掘り崩されてしまう恐れがあ
った。遠藤ら神職団体地方支部の幹部は、政府の方針変更を受け入れ、以後、
県庁と村々の神官たちとの間に立ち、県庁による神社行政の協力者としてふ
るまうようになっていった。 
	 明治 25 年、神官試験の存在意義を否定するかのような形で法改正がおこな
われ、試験免除に関する規定が設けられた。これにより、遠藤が懸命に打ち
立てようとしていた、新時代の神官と、旧修験や旧神官との区別は、脆くも
崩れ去ったといえる。この重大な局面に際会して、しかしながら、世代交代
を経た神職団体地方支部の幹部は、県庁の命に応じて県内神官の資格調査を
おこなうばかりだった。 
	 明治 27 年の勅令第 22 号により、府県社以下神官は、国家的祭祀の執行者
にふさわしく、「判任官待遇」の「待遇官吏」として位置付けられる。ここで
もまた、後藤文哉ら幹部の関心は、手続き上の問題に向けられていたのだっ
た。 
	 今後の課題としては、まず、本稿で明らかになった神官任用制度の変遷を
踏まえ、各神社の神官の職がどのように継承されていったのか、個別に明ら
かにしていく必要がある。宮城県公文書館には、明治期以降の神官の人事に
関する史料が豊富に残されている。それらのうちには、履歴書など、神官の
経歴を記した史料も含まれている。学習歴や職業歴、資格取得状況、様々な
添付書類の分析を通して、職の継承の実態解明を目指したい。それはまた、
近代学校制度がもたらした衝撃の大きさを測定する試みという性質を合わせ
持つことになるだろう。 
	 さらに、近代日本において、他の職種が一つの職業として確立していく過
程と比較することで、社会のなかで宗教者が占める位置、あるいは逆に、社
会において宗教者がそのように位置付けられることの意義を明らかにするこ
ともまた、本研究の延長線上に望見されている。 
